
様式第53号（規則第69条第1項，規程第67条）

引致状
菫
頭 求
圭
日

●ー

年 月 日

1

裁判所 支部裁判官殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

更生保護法第63条第4項の規定により，次の者について，引致状の発付を請求します。

名
日
居
業

月

・
年
氏
生
住
職

１
２
３
４

岸､

年 月 日

5 更生保護法第63条第2項各号のいずれかに該当する事実の要旨並びに引致を必要とす

る理由

内

6 引致すべき場所

7 7日を超える有効期間を必要とするときは，その期間及び事由

8 引致状を数通必要とするときは，そ．の数及び事由

(用紙日本工業規格A4)



）(氏名

9 その他参考事項

－

10裁判に関する事項

保護観察処分少年

(非行名）

(決定裁判所）

保護観察所

月 日

（保護観察所）

家庭裁判所 支部（決定の日） 年

少年院仮退院者

(非行名）

(決定裁判所）

(仮退院施設）

(腿融護員会）

円保護観察所

月 日

月 日

月 日

（保護観察所）

家庭裁判所 支部（決定の日）

少年院（仮退院の日）

地方更生保護委員会（仮退院決定の日）

年
年
年

仮釈放者

(罪名）

(刑名・刑期）

(言渡し裁判所）

(言渡しの日）

(仮釈放施設）

(臓搬護鷆）

(仮釈放の日）

（保護観察所）

懲役棚￥支星|騨蟇｜裁判所

年 月 日（刑期起算日）

（刑期終了日）

地方更生保護委員会（仮釈放決定の日）

年 月 日

保護観察所

一 日間

日間

月 日

月 日

月 日

定
定

年
年
年

法
裁

保護観察付執行猶予者

(罪名） （保護観察所）

(刑名・刑期） 懲役・禁銅 年 月（保護観察期間）

(言渡し裁判所） 裁判所 支部（言渡しの日） 年

(確定の日） 年 月 日（初度目・再度目の別）

偽保護観察所

年間

月 日

初・再

婦人補導院仮退院者

(罪名） （保護観察所）

(刑名刑期） 懲役禁鋼 年支曼(襄纈）(言渡し裁判所） 裁判所

(言渡しの日） 年 月 日（繍舩柵顔日）

(仮退院施設） 婦人補導院（溌鋤協離7日）

(臓鰍罐詰） 地方更生保護委員会（仮退院決定の日）

(仮退院の日） 年 月 日

保護観察所

日間

日間

月 日

月 日

月 日

定
定
・年
年
年

法
裁

事例に応じ不要の項目及び文字を削ること。

この誠求書には勝本1通を添付すること。

（用紙日本工業規格A4)

(注意) 1

2
1



記載要領i 婦人補導院仮退院者について引致状を請求する場合には，本文中「更生保護法第

63条第4項」とあるのを， 「売春防止法第26条第2項において準用する更生保

護法第63条第4項」と書き換えること。

一一

r－1

'~、
一



ｊ
ｊ

様式第54号（規程第68条第1項）

書引致嘱託

年 月 日

(警察署長等） 殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

更生保護法第63条第6項ただし書の規定により，所属の警察官に，次の者に対する引致

状の執行を嘱託します。

P、

年 日生）（1 氏 名 月

2 住、 居

3職 業

4参考事項

〆､

(注意） この嘱託書には引致状を添付す．ること。

(用紙日本工業規格A4)

記載要領婦人補導院仮退院者に対する引致状の執行を嘱託する場合には，本文中「更生保

護法第63条第6項ただし書」とあるのを， 「売春防止法第26条第2項において

準用する更生保護法第63条第6項ただし書」と書き換えること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第55号（規則第71条，規程第72条第2項）
、

情等伝達申出
、

ﾉい
聿
冒

申出年月日 年 月 日

保護観察所長殿
一

ふりがな

申出人の氏名又は名称

（代表者氏名・役職名

ｰ■■■■＝■■■■■■＝■■‐‐－－ーー■■－－ｰ■■■■ーー■■ー■■■■■■■■■■■■ 4■■-■■■■ー■■ー

印

）

(法人の場合は，代表者の氏名及び役職名も記入してください｡）

申出人に関する事項

氏名又は名称

1
P,

生年月日

住所等

年 月 日生（ 歳）

〒

電話番号（自宅・事務所）

(携 帯）

（法人の場合は，法人の主たる事務所の所在地・電話番号を記入してください。こ

の場合，生年月日を記入する必要はありません｡）

申出人と被害者との関係

口被害者本人

口被害者の法定代理人（口親権者□その他 ）

※口被害者が死亡し又は心身に重大な故障がある場合の親族(具体的な続柄

（口被害者が死亡 口被害者の心身に重大な故障）

（申出人が被害者本人でない場合の被害者本人の氏名

）
■■q■■■■■■■■■■■■■■■

角 ）

（※は被害者の配偶者，直系の親族又は兄弟姉妹のうちのいずれかに限られます｡）

連絡方法に関する希望

口特になし

口次のとおり

（上記住所への文書連絡又は上記電話番号への電話連絡に支障がある場合には，希望する連絡先・

連絡方法等を記入してください。申出人と連絡先が異なるときは， 申出人と連絡先との関係を記

入してください｡）

提出書類2

(用紙日本工業規格A4)



加害者（更生保護法第65条第1項の保護観察対象者）に関する事項

(明らかにしたくないこと，分からないことについては，記入する必要はありません｡）

3

年 月 日生）

ふりがな
ー一一一一'■■ーｲ■■■■■■■■ーーｰ一一一■■一■■■■■■ーー一一ー■■ー‐

（氏 名

罪名・非行名（事件の概要）

判決又は処分を言い渡した裁判所 裁判所 支部

円
年 月 日
1■■■■■■■■■■■■■■■■■■－

判決又は処分の言渡しの日

判決又は処分の内容

口保護観察（ 保護観察所）

口少年院送致（収容施設名 ） （仮退院の日 年 月 日）

口懲役・禁銅 年 月（収容施設名 ）

（仮釈放の日 年 月 日）

口保護観察付執行猶予懲役・禁銅 年 月執行猶予 年

検察庁・家庭裁判所での事件番号

口 年検 第 ロ
言
ロ
弓口 年（少）第

イー、

(注意事項）
1 該当する□にし印をつけ，下線部に記入してください。

2 申出人の本人確認ができる資料を提出してください。申出人が被害者本人でない場合

には，被害者との関係及び被害者が死亡し又はその心身に重大な故障があることを説明
できる資料も提出してください。
3裁判又は審判の結果の通知を書面で受けているときは，通知書の写しを提出してくだ
さい。

4 申出の資格が確認できなかった場合は， 申出を受理することができません。

5 事件の性質，保護観察の実施状況その他の事情を考慮して相当でないと認められると
きは，心情等を聴取又は伝達できないことがあります。
6 申出後に，転居等により「住所等」に変更があったときは，速やかに連絡してくださ
い。

(用紙日本工業規格A4)



様式第56号（規程第73条第1項）

情等聴取
室
冒

、

ﾉU
o－÷

聴取日時 年 月 日 時 分から 時 分まで

聴取場所

心情等陳述者

住 所

氏 名

（被害者本人でない場合）

年 日生。 歳）（ 月

被害者の氏名

被害者との関係
角

同席者

心情等の内容

角

印心情等陳述者署名

(心情等聴取書の結びの記載は，次の例による｡）

上記のとおり録取し，読み聞かせたところ，誤りのない旨を申し述べて署名押印した。

前同日同所 保護観察所

保護観察官 印

(用紙日本工業規格A4)



様式第57号（規則第72条第2項，規程第73条第2項）

聿
冒情等記述

、

ﾉい
｡ー一

年 月 日作成日

保護観察所長殿
－

氏名又は名称

住 所

印

(被害者本人でない場合）被害者の氏名

被害者との関係
′

御、
加害者 による被害に関する心情，私の置かれている状況又は加害者の

生活や行動に関する意見は，以下のとおりです。

徳、

(注意事項）

1 内容等を確認するため， この記述書に関してお問い合わせをすることがあります。あ
らかじめ御承知おきください。

2 この用紙に書ききれない場合は，適宜用紙を付け足していただいて差し支えありませ
ん。

3 加害者には，保護観察官がこの書面を朗読することにより，あなたの心情等を伝達し
ます。

4 更生保護法第65条第1項ただし書の規定により， この書面に記栽いただいた内容の
一部又は全部を伝達しないことがあります。

(用紙日本工業規格A4)

｝



様式第58号（規則第73条第1項，規程第74条第1項）

情等聴取通知
室
冒

ヘ

ノい

●戸

年 月 日

様

保護観察所長

あなたから 年 月 日に心情等伝達申出のあった加害者

に係る被害に関する心情等の聴取を，下記のとおり行いますので，通知します。

なお， 日程変更等を希望される場合には，下記の連絡先まで早急に御連絡ください。

時 分から年 月 日（ ）円 1 実施する日時

2 実施する場所

3 参考事項

保護観察所(連絡先）

被害者担当

電話番号

所在地

角

(用紙日本工業規格A4)

記載要領

1 「3 参考事項」欄には，来庁される際は， この通知書のほか，印章及び身分証明書

を持参していただきたい旨を記載すること。

2 書面により聴取することとした場合は，心情等記述書の用紙を添付し，上記1～3に

代えて以下の内容を記載すること。

1 別添の心情等記述書（様式第57号）に記入の上， 年 月

日まで（必着）に，下記の連絡先あてに郵送してください。 －

2 上記の期限までに心情等記述書を郵送されなかった場合，心情等を聴取すること

ができない場合があります。

3 内容等を確認するため，郵送していただいた心情等記述書についてお問い合わせ

をすることがありますので， あらかじめ御承知おきください。



I
’

様式第59号（規程第74条第2項）
’

心情等の聴取をしない旨の通知書 一句

年 月 日

様

円

保護観察所長

あなたから 年 月 日に心情等伝達申出のあった加害者

に係る被害に関する心情等については，更生保護法第65

条第1項ただし書の規定により，聴取しないこととしましたので，通知します。

(連絡先） 保護観察所

被害者担当

電話番号

所在地

角

(用紙日本工業規格A4)
I



様式第60号（規則第76条，規程第77条）

情等伝達結果通知
室
自

、

ﾉい

年 月 日

様

保護観察所長

先に聴取したあなたの心情等について，その伝達結果を下記のとおり通知します。

加害者の氏名1

円

伝達の結果

先に聴取したあなたの心情等については，

口伝達しました。

伝達した日 年 月

2

日

口伝達しませんでした。

（更生保護法第65条第1項ただし書に該当）

参考事項3

角

(注意） 事例に応じ該当する□にし印を付すなどすること。

（用紙日本工業規格A4)

記載要領一部のみ伝達したときは， 「口伝達しましたく

容を記載等すること。

｢口伝達しました｡ 伝達した内」の□にし印を付し，



様式第61号（規則第78条，規程第79条）

警 告害

年 月 日

殿

保護観察所長

あなたは，保護観察中に守らなければならない事項（遵守事項）のうち，以

下のものを守りませんでした。

一般遵守事項

「 」

特別遵守事項

「 ． 」

今後は遵守事項を守るよう警告します。

この警告を受けたにもかかわらず，上記の遵守事項を守らず，その程度が重

い場合は，家庭裁判所に対し，少年院，児童自立支援施設又は児童養護施設送

致の決定を申請することがあります。この申請を行った場合，家庭裁判所の審

判により， これらの施設に送致されることがあります。

円
」

内

(用紙日本工業規格A4)

記載要領遵守しなかった遵守事項が複数あるときも，単独の警告書に当該遵守事項の

すべてを列記すること。また，遵守しなかった遵守事項が，更生保護法第50

条第1項第1号の一般遵守事項であるときは， 当該事項を記載するとともに，

遵守しなかったことの具体的内容を付記すること。
I

I



様式第62号（規則第80条第1項，規程第80条第1項）

施設送致申
菫
雨
聿
日

一今

年 月 日

家庭裁判所 支部殿

保護観察所長

7条第2項の規定に該当する事由があると認められるの次の者について，更生保護法第67条第2項の規；

で，少年法第26条の4第1項の決定を申請します。

風
保護観察処分少年の氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

1

日生）（ 年 月

保護者の氏名等

氏名・年齢

住 居

職 業

2

歳）（

保護処分

決定裁判所

決定の日

3

家庭裁判所

年 月

支部

日
魚

4 蕃告に関する事項

（1）警告を発した年月日

（2）警告に係る遵守事項の内容

年 月 日

(3)警告を発した理由

(用紙日本工業規格A4)



）（氏名

5 施設送致申請の理由

（1）なお遵守すべき事項を遵守せず，その程度が重いと認める理由

(2)保護観察によっては本人の改善更生を図ることができないと認める理由
′

1

〈

/弓
一

必要とする保護処分の種類及び収容期間6

参考事項7

r南
一

｢6必要とする保謹処分の籾類及び収容期間」棚の必要とする収容期間は，保護観察処分少(注意）

年が20歳以上である場合に記載すること。
P

（用紙日本工業規格A4)



様式第63号（規則第81条第1項，規程第82条第1項）

告書通
●垂

年 月 日
、

家庭裁判所 支部殿

保護観察所長

次の者は，少年法第24条第1項第1号の保護処分により，当保護観察所において保護観

察中のところ，新たに同法第3条第1項第3号に掲げる事由があると認められるので，更生

保護法第68条第1項の規定により通告します。
円

保護観察処分少年の氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

1

日生）（ 年 月

保護者の氏名等

氏名・年齢

住 居

職 業

2

（ 歳）

保護処分

決定裁判所

決定の日

3

P，
家庭裁判所 支部

年 月 日

通告の理由4

必要とする保護処分の種類及びその期間5

参考事項6

(注意） 「5 必要とする保護処分の種類及びその期間」欄の必要とする保誕処分の期間は，保護観察

処分少年が20歳以上である場合に記栽すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第64号(規則第82条第2項，規程第83条））

保護観察解除通知
室
日 ●一一－つ

年 月 日

殿

保護観察所長

｛－1
＝〆

年
月

あなたに対する保護観察（ 月 日 家庭裁判所

日解除したので，通知します。年支部決定）は，

r封
一

日本工業規格A4)(用紙

〆』



！

様式第65号（規則第83条第3項，規程第84条第1項）

保護観察一時解除通知書

年 月 日
0一一

殿

保護観察所長

あなたに対する保護観察（ 年 月 日 家庭裁判所

部決定）を，下記のとおり一時解除しましたので，通知します。

支

1 一時解除をした日 年 月 日

2 一時解除の期間

年 月 日から 年 月 日まで

3 一時解除の期間中遵守すべき事項

（1）再び犯罪をすることがないよう，又は非行をなくすよう健全な生活態度を保

持すること。

（2）保護観察官又は保護司の呼出し又は訪問を受けたときは， これに応じ，面接

を受けること。 ．

（3）届け出た住居（転居の許可を受けた場合には当該許可に係る住居）に居住す

ること。

（4）転居をするときは，あらかじめ，保護観察所の長の許可を受けること。

4 備 考

（1）特別遵守事項及び生活行動指針は，保護観察の一時解除により取り消された

ものとみなされます。

（2）

角

角

（注意事項）

1 一時解除の期間中に担当の保護観察官や保護司があなたの生活状況を調査す

ることがあります。

2 保護観察の一時解除期間中であっても，出頭の命令があったときは，その命

令に応じる必要があります。

3 上記の遵守事項を遵守しなかったと認められると，一時解除が取り消され保

護観察が再開されます。

4 相談したいことなどがあれば，担当の保護観察官や保護司に相談してくださ

い。

（用紙日本工業規格A4)

記載要領事例に応じ不要の文字を削ること。



Ｉ

様式第66号（規則第84条第3項，規程第85条第1項）

保護観察一時解除取消通知書

年 月 日

殿

保護観察所長

あなたについて，再び保護観察を実施する必要があると認められるので，保護観

察の一時解除を下記のとおり取り消し，再び保護観察を実施することとしたので， /弓
ｰ〆

通知します。

年1 一時解除を取り消した日 月 日

考

時解除をした日

2 備

（1）

（2）

年 月 日一

八
一

日本工業規格A4)(用紙



様式第67号（規程第88条第1項）

戻し収容申出書
年 月 日

地方更生保護委員会殿

．-保護観察所長

次の者について，戻し収容の申請の措置をとられたく申出をします。

1 少年院仮退院者の氏名等

氏 名 （ 年

本 籍

住 居

職 業

2 保護者の氏名等

氏名・年齢

住 居

職 業

3 保護処分

決定裁判所 家庭裁判所 支部

決定の日 年 月 日

4 少年院からの仮退院に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月 日

仮退院の日 年 月 日

仮退院施設

5 申出の理由

（1）遵守事項を遵守しなかった事実

日生）月 '

（ 歳）

角

（2）少年院に戻して処遇を行うことが必要かつ相当と認める理由

（3）少年院法第1 1条第5項に規定する事由に該当すると認める理由

6必要とする収容期間

角

7参考事項

（1）引致の有無 有・無

（2）引致した年月日時 年 ‘ 月

（3）引致した場所

（4）留置の要否 要・否

（5）留置する施設に関する意見

（6）適当と認められる留置通知先（氏名，続柄，住所）

（7）

有・無

年 ‘ 月 日午 時 分

(注意) 1 少年院仮退院者が施設に収容されているときは，その施設名を「1 少年院仮退院者の氏名

等」の「住居」欄に付記すること。

2 「6必要とする収容期間」欄は，以下の場合に記載すること。

（1）少年院仮退院者が20歳以上である場合

（2）少年院仮退院者が20歳に満たない場合であっても， 20歳を超えて少年院に収容するの

を相当と認める場合

(用紙日本工業規格A4)



様式第68号（規程第88条第3項・第100条第3項・第135条第3項）

引致した
』
日

室
日の通知

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

先に審理が開始された次の者について，下記のとおり引致したので，通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

1

（ 年 日生）月

戸、
、や－〆

審理に関する事項

審理が開始された日

開始された審理

2

年 月 日

引致に関する事項

引致した年月日時 年 月

引致した場所

留置の要否 要・否

留置する施設に関する意見

適当と認められる留置通知先（氏名・続柄・住所）

3

日午 時 分

/ヘ
ｰ一

参考事項4

(注意） 事例に応じ不要の文字を削ること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第69号（規則第87条第1項，規程第90条第1項）

戻し収容申
毒
頭
室
日

年 月 日

家庭裁判所 支部殿

地方更生保護委員会

魚

次の者について，更生保護法第71条の規定により，少年院に戻して収容する旨の決定の

申請をします。

少年院仮退院者の氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

1

年 日生）（ 月

保護者の氏名等

氏名・年齢

住 居

職 業

2

歳）（

角

保護処分

決定裁判所

決定の日

3

家庭裁判所 支部

年 月 日

少年院からの仮退院に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

仮退院の日 年 月 日

仮退院施設

4

(用紙日本工業規格A4)



(氏名 ）

5 申請の理由

（1）遵守事項を遵守しなかった事実

(2)少年院に戻して処遇を行うことが必要かつ相当と認める理由

徳、
一 三

(3)少年院法第1 1条第5項に規定する事由に該当すると認める理由

6必要とする収容期間

7参考事項

r~、

(注意) 1 少年院仮退院者が施設に収容されているときは，その施設名を「l

等」の「住居」柵に付記すること。

2少年院仮退院者が23歳未満である場合は， 「5 申請の理由」欄a

3 「6必要とする収容期間」欄は，以下の場合に記載すること。

（1）少年院仮退院者が20歳以上である場合

（2）少年院仮退院者が20歳に満たない場合であっても， 20歳を閲

を相当と認める場合

（用紙日本工業規格A4)

欄の

20歳を超

少年院仮退院者の氏名

(3)を削ること。

えて少年院に収容するの



様式第70号（規程第90条第3項）

留置中の者の戻し収容の申請についての通知書

年 月 日

(刑事施設又は少年鑑別所の長） 殿

地方更生保護委員会

貴施設に留置中の次の者に対し，下記のとおり戻し収容の申請をしたの当地方委員会は，

で，通知します。
角

氏 名 （ 年 日生）月1

留置することとした日 年 月2 日

戻し収容申請の日 年 月 日3

戻し収容の申請先裁判所 家庭裁判所 支部4

参考事項5

角

0

(用紙 日本工業規格A4)



様式第71号（規程第91条・第104条・第123条・第137条）

審理開始・留置通知書（甲）

年 月 日

殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

下記のとおり，あなたに対する戻し収容の申請・仮釈放の取消しの決定・

刑の執行猶予の言渡しを取り消すべき旨の申出・婦人補導院からの仮退院の取

消しの決定をするか否かに関する審理を開始し， 留置する。留置しない

一

円
一

こととしたので，通知します。

年審理を開始した日 月 日1

留置に関する事項

口留置する

留置する旨を判断した年月日時

年

留置する施設

2

分日午 時月

口留置しない '詞

備 考

引致の年月日時

3

年 日午 時 分月

ざ

(注意） 事例に応じ不要の文字を削り，該当する□にし印を付すなどすること。

（用紙日本工業規格A4)



様式第72号（規程第92条第1項・第105条・第138条）

聿
冒留置嘱託

年 月 日

保護観察所長殿

地方更生保護委員会

次の者について，下記のとおり留置を嘱託します。

氏名等

氏 名

本 籍

1
円

日生）年 月（

審理の開始に関する事項

審理を開始した日 年 月

開始した審理

口戻し収容の申請をするか否かに関する審理

口仮釈放の取消しの決定をするか否かに関する審理

2

日

口婦人補導院からの仮退院の取消しの決定をするか否かに関する審理

嘱託する留置に関する事項

留置する旨の判断をした年月日時

留置する施設

3

年 月 日午 時 分

縄、

参考事項4

(注意） 事例に応じ該当する□にし印を付すなどすること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第73号(雛開92綿噸‘蔦93綿噸,M1244･#126"3;'Ml38綿順':1394)

留置についての通知書

年 月 日

殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

次の者について，下記のとおり 留置・留置する施設を変更 したので，通

知します。 /面
－

氏 名 （ 年 日生）月1

留置した日又は留置する施設を変更することとした日

年

2

月 日

留置している施設3

留置の理由又は留置する施設を変更することとした理由4

/笥

参考事項5

峰

(注意) 1 事例に応じ不要の文字を削ること。

2 留置する施設を変更した場合には, 「3 留置している施設」欄に，

を記載すること。

変更後の留霞する施設名

(用紙日本工業規格A4)



様式第74号（規程第93条第1項・第106条・第126条第1項・第139条）

留置する施設の変更指揮書

年 月 日

(刑事施設，少年鑑別所又は婦人補導院の長） 殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

貴施設に留置中の次の者について，留置する施設を下記のとおり変更したので，速やか

に移送されたい。侭
Q

氏 名 （ 年 日生）月1

本 籍2

留置することとした日 年 月3 日

変更後の留置する施設4

変更の理由5

、

緯､

日本工業規格A4)(用紙



様式第75号（規程第93条第3項・第126条第4項）

留置する施設の変更通知書
●ー一

年 月 日

裁判所

検察庁

支部 殿

支部検察官殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

先に戻し収容の申請・刑の執行猶予の言渡しの取消しの申出・審理開始･留置通知書

(乙）により通知をした次の者について, j~F記のとおり留置する施設を変更することとし
ｲヘ
へ

、一

たので，通知します。

年 日生）氏 名 （ 月1

本 籍2

年留置することとした日 月 日3

留置する施設の変更指揮の日 年 月 日4

変更前の留置する施設5

/筒
変更後の留置する施設6

変更の理由7

参考事項8

(注意） 事例に応じ不要の文字を削ること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第76号（規程第95条第1項・第107条・第128条・第140条）

釈放指揮
室
日

●一

年 月 日

(刑事施設，少年鑑別所又は婦人補導院の長） 殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

貴施設に留置中の次の者を，下記の理由により即時釈放されたい。

風

氏 名 年 日生）（ 月1

本 籍2

留置することとした日 年 月3 日

釈放の理由4

拝、

日本工業規格A4)(用紙



様式第77号（規程第96条・第108条第1項・第129条第1項・第141条第1項）

室
日留置終了通知 (甲）

●一一

年 月 日

地方更生保護委員会

保護観察所長

（ 支部）

殿
殿

(刑事施設，少年鑑別所又は婦人補導院の長）

当施設に留置していた次の者について，下記のとおり留置が終了したので，通知します。
/笛

日生）年（ 月氏 名1

年 月 日留置した日2

年留置終了の日 月 日3

日間留置日数4

留置終了後の住居5

/ベ
参考事項6

0

(注意） 1 留侭期間中に留置する施設を変更した場合， 「2 留置した日」棚には， 引致に引き続いて留

置を開始した日を記載すること。

2 「5 留置終了後の住居」欄には，釈放後の住居又は収容されている施設名を記載すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第78号（規程第97条第1項）

少年院仮退院者の退院申出書

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者について，退院を許されたく申出をします。

1 氏名等

氏 名 （ 年 月

本 籍

住 居

職 業

2審判に関する事項・

非行名

決定裁判所 家庭裁判所 支部

決定の日 年 月 日

3少年院からの仮退院に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月 日

仮退院の日 年 月 日

仮退院施設

4 申出の理由 〉

（1）性格，経歴，心身の状況，家庭環境，交友関係，保護観察の実施状況等

日生）〆、

角

(2)保護観察を継続しなくとも，健全な生活態度を保持し，善良な社会の一員として自立

し，確実に改善更生することができると認める理由

(3)少年院法第l l条第5項に規定する事由に該当しなくなったと認める理由

5参考事項

(注意） 少年院仮退院者が23歳を超えていない場合には， 「4 申出の理由」欄の(3)を削ること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第79号（規則第92条，規程第100条第1項）

仮釈放取消申出
聿
日

年 月

保護観察所長

日

地方更生保護委員会殿

仮釈放の取消しの措置をとられたく申出をします。次の者について，仮釈放の取消しの措置をとられたく申出をし

1 氏名等

氏 名 （ 年

本 籍

住 居

職 業

2 裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月

刑期起算日 年 月 日 ，

3仮釈放に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月 日

仮釈放の日 年 月 日

仮釈放施設

仮釈放期間満了日 年 月 日

4 申出の理由

（1）遵守事項を遵守しなかった事実

日生）月

/喬

(2)保護観察の実施状況等

内
5参考事項

（1）引致の有無 有・無

（2）引致した年月日時 年 月 日午

（3）引致した場所

（4）留置の要否 要・否

（5）留置する施設に関する意見

（6）適当と認められる留置通知先（氏名・続柄・住所）

（7）

時 分

(注意) 1 事例に応じ不要の文字を削ること。

2 仮釈放者が施設に収容されている場合には，その施設名を「1

記すること。

3保謹観察停止中の者を引致した場合には， 「3仮釈放に関する

欄に停止解除後の仮釈放期間満了日を記載し， 「5 参考事項」

こと。

4 検察庁から再犯通知を受理した場合には，通知をした検察庁名

すること。

（用紙日本工業規格A4)

仮釈放に関する

通知をした検察庁名

氏名等」の「住居」欄に付

事項」の「仮釈放期間満了日」

｢5 参考事項」欄に停止期間日数を記載する

を「5 参考事項」欄に記載



様式第80号（規則第93条，規程第102条）

仮釈放取消事由通知 室冒
年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者について，刑法第29条第1項第1号・第2号・第3号に該当する事由がある

と認めたので，通知します。

氏名等

氏 名 （ 年 月

本 籍

住 居

職 業

裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月

刑期起算日 年 月 日

仮釈放に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月 日

仮釈放の日 年 月 日

仮釈放施設

仮釈放期間満了日 年 月 日

刑法第29条第1項第1号・第2号・第3号に該当する具体的事由

1

日生）

倖、

2

3

角

4

保護観察の経過5

仮釈放の取消しに関する意見6

参考事項7

(注意） 1

22

嚇例に応じ不要の文字を削ること。

仮釈放者が施設に収容されている場合には， その施設名を「1 氏名等」の「住居」欄に付

記すること。

3検察庁から再犯通知を受理した場合は，通知をした検察庁名を「7 参考事項」柵に記載す

ること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第81号（規程第108条第2項・第141条第2項）

留置終了通知
圭
日 (乙）

●一÷

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

(矯正施設の長） 殿

地方更生保護委員会

更生保護法第76条・売春防止法第27条の規定により留置していた次の者について，

下記のとおり留置が終了したので，留置日数等を通知します。

氏名等

氏 名 （ 年 月 日生）

本 籍

裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月

通 算 法定 日，裁定 日

仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項

執行済期間 年 月 日

決定委員会 地方更生保護委員会

仮釈放・仮退院施設

仮釈放・仮退院の日 年 月 日

留置等に関する事項

引致の日 年 月 日

留置することとした日 年 月 日

留置期間 年 月 日から 年 月 日まで

留置日数 日間

釈放事由 口留置期間終了口仮釈放を取り消さないこととしたこと

口婦人補導院からの仮退院を取り消さないこととしたこと

口留置の必要がないと認めたこと

留置していた施設

留置終了後の住居

参考事項

）仮釈放の取消しの申出がなされた日

1

戸、

2

3

4

角

5

(1)

(2)

(注意) 1 事例に応じ不要の文字を削り，該当する□にし印を付すなどすること。
2 「3 仮釈放・婦人ﾈlli導院からの仮退院に関する事項」については， 「仮釈放」又は「婦人補
導院からの仮退院」のいずれかの文字を， 「仮釈放・仮退院施設」及び「仮釈放・仮退院の日」
については， 「仮釈放」又は「仮退院」のいずれかの文字を，事例に応じ削ること。
3 「4 留置等に関する事項」の「留澄終了後の住居」欄には，釈放後の住居又は収容されて
いる施設名を記栽すること。

（用紙日本工業規格A4)



様式第82号（規程第109条第1項・第9項・第142条第1項・第5項・第8項）

仮釈放取消等決定通知書
年 月 日

検察庁 支部検察官殿

(矯正施設の長） 殿

地方更生保護委員会

次の者について， 仮釈放・婦人補導院からの仮退院の取消しの決定をした

します。

1 氏名等

氏 名 （ 年 月

本 籍

2裁判に関する事項

（1）仮釈放対象刑・婦人補導院からの仮退院対象処分に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月 年間執行猶予（付

通 算 法定 日，裁定 日

刑期起算日 年 月 日

（2）仮釈放対象刑の執行順序変更に関する事項

執行済日数 年 月 日

3 仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月 日

仮釈放・仮退院施設

仮釈放・仮退院の日 年 月

仮釈放・仮退院時の仮釈放・仮退院期間満了日 年 月

4仮釈放の取消し等に関する事項

決定の日 年 月 日

効力発生日 年 月 日

5 留置等に関する事項

（1）留置期間及び留置日数 年 月 日から 年 月

（ 日間）

（2）算入の日数及び算入の事由 年 月 日から 年 月

（ 日間）

6 保護観察停止に関する事項

(1)保護観察停止の日 （効力発生日） 年 月 日

（2）保護観察停止の解除の日 年 月 日

（停止期間） （ 年 月 日）

（3）停止解除後の仮釈放期間満了日 年 月 日

7 参考事項

の取消しの決定をした

(付

ので， 通知

日生）

角

補導処分）

日
日岸、

日まで

日まで

(注意） 事例に応じ不要の文字を削ること。

(用紙日本工業規格A4)



記載要領

1 「仮釈放（対象刑)」 と 「(婦人補導院からの）仮退院（対象処分)」が併記された箇

所については，事例に応じいずれか不要の文字を削ること。

2 仮釈放対象刑について刑の執行順序変更がある場合には， 「2 裁判に関する事項」

の「(1)仮釈放対象刑・婦人補導院からの仮退院対象処分に関する事項」のうち， 「刑

期起算日」欄には，執行順序変更後の刑期起算日を記載するとともに, ‘ 「(2)仮釈放対

象刑の執行順序変更に関する事項」の「執行済日数」欄について，身上変動通知書等の

記載を参照し，その有無を確かめた上で記載すること。

3 婦人補導院からの仮退院の取消しの決定を通知する場合には， 「2 裁判に関する事

項」の「(1)仮釈放対象刑・婦人補導院からの仮退院対象処分に関する事項」のうち，

「刑期起算日」柵には収容した日を記載するものとし， 「通算」欄及び「執行済日数」

棚の記載は要しない。また， 「7 参考事項」柵には住居又は収容されている施設名を

記載すること。

4 「5 留置等に関する事項」の「(1)留置期間及び留置日数」には，仮釈放取消決定

があった場合に，刑期に算入すべき留置の期間及び日数を記載すること。一度留置し，

釈放した仮釈放者についてその後に仮釈放の取消しを決定したような場合にも，その留

置の日数は刑期に算入されるので，脱漏のないよう必ず記載すること。

5 「5 留置等に関する事項」の「(2)算入の日数及び算入の事由」には，婦人補導院

からの仮退院の取消決定があった場合に， 当該仮退院取消しにより執行すべき残存期間

に算入すべき下記の日数を各事由別に記載すること。

（1）仮退院期間中の留置日数（売春防止法第27条第3項）

（2）仮退院期間中に他の補導処分が執行された者については，その執行の期間及び日数

（売春防止法第23条により執行以外の身体の拘束でその日数が補導処分の期間に算

入されるもの，すなわち，収容状（売春防止法第22条第5項)，再収容状（売春防

止法第27条第6項)，連戻収容状（婦人補導院法第16条第3項）により身体の拘

束を受けた日数を含む｡）

（3）仮退院取消しの対象となった補導処分に付する旨の裁判後，その執行前に他の補導

処分に付する裁判が確定し，その処分について執行が行われていたことが新たに判明

したときはその執行の期間及び日数

6 上記5の(2)及び(3)については，婦人補導院又は本籍地を管轄する地方検察庁に照会

して， これを確かめた上で記載すること。

角

戸､



様式第83号(雛篤109"3g･Wll4"2W,#ll74･3133"2W'W142"2M)

室
冒受領 (乙）

一
L一

年 月 日

地方更生保護委員会殿

(矯正施設の長）

次の者に関する下記の決定書の謄本を受領しました。

氏 名 （ 年 日生）月1

岸、

受領した決定書の謄本の種類

口仮釈放の取消しの決定書の謄本

口保護観察の停止の解除の決定書の謄本

口保護観察の停止の取消しの決定書の謄本

口仮解除取消しの決定書の謄本

口婦人補導院からの仮退院の取消しの決定書の謄本

2

･

受領した日 年 月 日3

I

/南

(注意） 事例に応じ該当する□にし印を付すなどすること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第84号（規程第109条第6項）

収容依頼
室
白

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

地方更生保護委員会

次の者について，仮釈放の取消しの決定をしたので，
Q

とられたく通知します。

速やかに残刑の執行に関する手続を

1 氏名等

氏 名 （ 年

本 籍

住 居

2裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月

通 算 法定 日，裁定 日

執行済日数 年 月 日

刑期起算日 年 月 日

3仮釈放に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月 日

仮釈放施設

仮釈放の日 年 月 日

仮釈放期間満了日 年 月 日

4仮釈放の取消しの決定の日 年 月 日

5参考事項

（1）保護観察停止の日（効力発生日） 年

（2）保護観察停止の解除の日 年

（停止期間） （ 年

（3）停止解除後の仮釈放期間満了日 年

（4）留置期間及び留置日数 年 月 日から

（ 日間）

（5）職 業

（6）

日生）月

円

'－，

月
月
月
月

ｊ

日
日
日
日
月年 日まで

(注意） 仮釈放の取消しの決定書の謄本2通を添付すること。

（用紙日本工業規格A4)



様式第85号（規程第1 1 1条第1項）

保護観察停止申出
聿
日

一
守一

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者について，保護観察の停止の措置をとられたく申出をします。

氏名等

氏 名

本 籍

居住すべき住居

1

緯、 （ 年 日生）月

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期

刑期起算日

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

年
月

懲役・禁銅

年

月
日

仮釈放に関する事項

決定委員会

決定の日

仮釈放施設

仮釈放の日

仮釈放期間満了日

3

地方更生保護委員会

年 月 日

P、

年
年

月
月

日
日

仮釈放者が居住すべき住居に居住していない状況4

参考事項5

(用紙日本工業規格A4)

記載要領 「4 仮釈放者が居住すべき住居に居住していない状況」欄には，仮釈放者が居

住すべき住居に居住していない状況のほか，その所在を調査した状況についても具

体的に記載すること。



、

様式第86号（規程第1 12条第1項・第1 14条第1項・第6項・第1 17条）

保護観察停止等決定通知書
年 月 日

検察庁 支部検察官一殿

(矯正施設の長） 殿

地方更生保護委員会

保護観察の停止・保護観察の停止を解く旨・保護観察の停止の取消し次の者について， 保護観察‘

の決定をしたので，通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期

通 算

執行済日数

刑期起算日

仮釈放に関する事項

決定委員会

決定の日

仮釈放施設

仮釈放の日

仮釈放時の仮釈放期間満了日

保護観察の停止に関する事項

決定の日

効力発生日

停止解除（取消し）の決定の日

停止解除（取消し）の効力発生

参考事項

）停止解除後の仮釈放期間満了日

）停止期間日数

の効力発生

1

（ 年 月 日生）

I
ｲヘ2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

懲役・禁銅 年

法定 日，裁定

年 月

年 月

月
日
日
日

3

地方更生保護委員会

年 月 日

年
年

月
月

日
日

4 /へ

年
年
年
年

月
月
月
月

日
日
日
日日

5

年
年

(1)

(2)

(3)

月
月

日
日

事例に応じ不要の文字を削ること。

保護観察の停止の決定を通知する場合には， 「1 氏名等」の「住居」

記栽すること。

(注意） 1

2 欄に居住すべき住居を

3保護観察の停止の決定及び保護観察の停止の取消しの決定を通知する場合には， 「2裁判に

関する事項」の「通算」欄は記載を要しない。

4､ 「5参考事項」の(1)及び(2)の欄は，保護観察の停止の解除の決定を通知する場合に記載

すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第87号（規程第1 13条）

所在判明通知
室
自

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者の所在が判明したので，通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

居住すべき住居

1

年 日生）（ 月

円

仮釈放に関する事項

決定委員会

決定の日

仮釈放施設

仮釈放の日

2

地方更生保護委員会

年 月 日

年 月 日

保護観察の停止に関する事項

決定委員会

決定の日

効力発生日

3

地方更生保護委員会

年 月 日

年 月 日

仮釈放者の所在の判明に関する事項

所在地

判明の日 年 月

判明の経緯

4
戸、

日

5今後の措置についての意見

6参考事項

(用紙日本工業規格A4)

記載要領通知をする保護観察所の長が，仮釈放者の保護観察をつかさどる保護観察所の長

でない場合には， 当該仮釈放者の保護観察をつかさどる保護観察所の名称を「6

参考事項」欄に記載すること。



様式第88号（規程第1 15条第1項・第2項）

保護観察停止解除通知書
年 月 日

検察庁 支部検察官

(刑事施設又は少年院の長）

地方更生保護委員会

保護観察所長（ 支部）

殿
殿
殿
殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

保護観察を停止されている次の者が引致され，更生保護法第77条第4項の規定により保

護観察の停止が解かれたので，通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期

通 算

執行済日数

刑期起算日

仮釈放に関する事項

決定委員会

決定の日

仮釈放施設

仮釈放の日

仮釈放時の仮釈放期間満了日

保護観察の停止に関する事項

決定委員会

決定の日

効力発生日

引致に関する事項

引致した日

1

（ 年 日生）月

円

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

懲役・禁銅 年

法定 日，裁定

年 月

年 月

月
日
日
日

3

地方更生保護委員会

年 月 日

年
年

月
月

日
日

fへ

4

地方更生保護委員会

年 月 日

年 月 日

5

年 月 日

引致した庁 地方更生保護委員会・保護観察所

参考事項

）停止解除後の仮釈放期間満了日 年 月 日

）停止期間日数 年 月 日

6

(1)

(2)

(3)

(注意） 事例に応じ不要の文字を削ること。

（用紙日本工業規格A4)



様式第89号（規程第1 16条）

保護観察停止取消事由通知書
口一

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

先に保護観察の停止の決定がなされた次の者について，その停止の理由がなかったことが

明らかになったので，通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

居住すべき住居

1風

日生）（ 年 月

保護観察の停止に関する事項

決定の日

効力発生日

2

年
年

月
月

日
日

保護観察の停止を取り消すべき事由3

参考事項4

角

(用紙日本工業規格A4)



様式第90号（規程第1 18条第1項）

I

仮釈放者の不定期刑終了申出書

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者について，刑の執行を受け終わったものとされたく申･出をします。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

1

年 日生）（ 月 内

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅

刑期終了日

2

家庭裁判所

年 月

年 月

部
日
日

支

年
年

月以上

月

年 月以下

日

仮釈放に関する事項

決定委員会

決定の日

仮釈放施設

仮釈放の日

3 f鹸、
地方更生保護委員会

年 月 日

年 月 日

申出の理由4

(1)性格，経歴，心身の状況，家庭環境，交友関係，保護観察の実施状況等

(2)保護観察を継続しなくとも，健全な生活態度を保持し，善良な社会の一員として自立

し，確実に改善更生することができると認める理由

5参考事項

(用紙日本工業規格A4)



様式第91号（規程第1 19条第4項）

不定期刑終了決定通知書

年 月 日

検察庁 支部検察官

(刑事施設又は少年院の長）

市区町村長

殿
殿
殿

地方更生保護委員会

次の者について，

ます。

不定期刑の執行を受け終わったものとする旨の決定をしたので，通知し

内

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

1

日生）（ 年 月

裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁鍋 年 月以上 年 月以下

2

偽

仮釈放に関する事項

決定委員会

決定の日

仮釈放施設

仮釈放の日

3

地方更生保護委員会

年 月 日

年 月 日

不定期刑の執行を受け終わったものとする旨の決定に関する事項

決定の日 年 月 日

効力発生日 年 月 日

4

参考事項5

(用紙日本工業規格A4)



様式第92号（規程第120条第2項・第144条第2項）

仮釈放等期間満了通知書

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

市区町村長 殿

保護観察所長

次の者の仮釈放・婦人補導院からの仮退院の期間が満了したので，通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

1

年 日生）（ 月 /令

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月

月

懲役・禁銅 年 月

仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項

仮釈放・仮退院施設

仮釈放・仮退院の日 年

仮釈放・仮退院期間満了日 年

3

月
月

日
日 f曇、

参考事項4

事例に応じ不要の文字を削ること。

「3仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項」「3仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項」

(注意） 1

22 については， 「仮釈放」又は「婦人補

導院からの仮退院」のいずれかの文字を， 「仮釈放・仮退院施設｣， 「仮釈放・仮退院の日」及
今

び「仮釈放・仮退院期間満了日」については， 「仮釈放」又は「仮退院」のいずれかの文字を，

事例に応じ削ること。

3 仮釈放の対象刑が複数ある場合には，各刑について作成の上，その都度通知すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第93号（規程第120条第3項・第4項・第134条第2項・第144条第3項）

聿
冒死亡通知

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

地方更生保護委員会 殿

保護観察所長

次の者は，当庁で保護観察中のところ，死亡したので，通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

1

年 月 日生）（

角

裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月

年間刑執行猶予（保護観察付。付補導処分）

2

仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月

仮釈放・仮退院施設

仮釈放・仮退院の日 年 月

3

日

角 日

死亡の日及び場所4

年 月 日

参考事項

）保護観察停止の日（効力発生日）

（ 地方更生保護委員会決定）

5

(1) 年 月 日

(2)

(注意） 1

2

事例に応じ不要の文字を削ること。

「3 仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項」については， 「仮釈放」「3 仮釈放・婦人補導院からの仮退院に関する事項」については， 「仮釈放」又は「婦人補

導院からの仮退院」のいずれかの文字を， 「仮釈放・仮退院施設」及び「仮釈放・仮退院の日」

については， 「仮釈放」又は「仮退院」のいずれかの文字を，事例に応じ削ること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第94号（規則第101条，規程第121条第1項）

刑の執行猶予の言渡しの取消申出書
一一

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

保護観察所長

刑の執行猶予の言渡しを取り消次の者について，刑法第26条の2第2号の規定により，刑の執行猶予の；

すべきものと認めますので，更生保護法第79条の規定により申出をします。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

門1

年 月 日生）（

裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名，刑期 懲役・禁銅 年 月 年間刑執行猶予保謹観察付

2

3 申出の理由

（1）遵守事項を遵守しなかった事実

『一、

(2)保護観察の実施状況等

(3)遵守事項を遵守しなかったことの情状が重いと認める理由

4参考事項

(注意） 保護観察付執行猶予者が施設に収容されている場合には，その施設名を「1 氏名等」の「住

居」欄に付記すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第95号（規程第125条）

留置期間の延長通知
室
冒

◆－

年 月 日

(刑事施設又は少年鑑別所の長） 殿

保護観察所長

下記のとおり裁判所において留置期間を延長する決定が貴施設に留置中の次の者に対し，

なされたので，通知します。声、

月 日生）年氏 名 （1

年留置することとした日 月 日2

留置期間の延長に関する事項3

裁判所 支部

月 日

日から

決定裁判所

決定の日

延長期間

年
月 日まで（ 日間）年年 月

参考事項4

侭

日本工業規格A4)(用紙



様式第96号（規程第129条第2項・第3項）

圭
自留置終了通知 (丙）

年 月 日

裁判所

検察庁

支部 殿

支部検察官殿

保護観察所長

更生保護法第80条の規定により留置していた次の者について，下記のとおり留置が終了

したので，留置日数等を通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

1

年 月 日生）（
~

角

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期

通 算

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

懲役・禁銅

法定

年 月 年間刑執行猶予保護観察付

日，裁定 日

留置等に関する事項

刑の執行猶予の言渡しの取消しの申出をした日 年 月 日

刑の執行猶予の言渡しの取消しの請求がなされた日 年 月 日

引致の日 年 月 日

留置することとした日 年 月 日

留置期間 年 月 日から 年 月 日まで

留置日数 日間

釈放事由口留置期間終了口刑の執行猶予の言渡しの取消しの申出をしないことと

したこと口刑の執行猶予の言渡しの取消しの申出をした者について検察

官から留置の必要がない旨又は刑の執行猶予の言渡しの取消しの請求をし

ない旨の通知を受けたこと口刑の執行猶予の言渡しの取消の請求がなさ

れた者について裁判所から留置の必要がない旨の通知を受けたこと口留

置の必要がないと認めたこと

留置していた施設

留置終了後の住居

3

f項

参考事項4

(注意） 1 事例に応じ不要の文字を削ること。

2 「3 留置等に関する事項」の「留置終了後の住居」欄には，釈放後の住居又は収容されて

いる施設名を記載すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第97号（規程第130条第1項）

仮解除申出
圭
日

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者について，保護観察を仮に解除されたく申出をします。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

1

（ 年 月 日生）角

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月 年間刑執行猶予保護観察付

3 申出の理由

（1）性格，経歴，心身の状況，家庭環境，交友関係，保護観察の実施状況等角

(2)保護観察を仮に解除しても，健全な生活態度を保持し，善良な社会の一員として自立

し，改善更生することができると認める理由

4参考事項

(用紙日本工業規格A4)



様式第98号（規程第131条第4項）

仮解除期間における遵守事項通知書

年 月 日

殿

保護観察所長

あなたに対する保護観察は，仮に解除されました。仮解除の期間中の遵守事項

は次のとおりですので，通知します。

1 仮解除の期間中遵守すべき事項 角

（1）再び犯罪をすることがないよう，健全な生活態度を保持すること。

（2）保護観察官又は保護司の呼出し又は訪問を受けたときは， これに応じ，面

接を受けること。

（3）届け出た住居（転居の許可を受けた場合には当該許可に係る住居）に居住

すること。

（4）転居をするときは，あらかじめ，保護観察所の長の許可を受けること。

2 備 考

（1）特別遵守事項及び生活行動指針は，保護観察の仮解除の決定により取り消

されたものとみなされます。

（2）

ハ

（注意事項）

1 仮解除の期間中に担当の保護観察官や保護司があなたの生活状況を調査す

ることがあります。

2 仮解除の期間中であっても，出頭の命令があったときは，その命令に応じ

る必要があります。

3 仮解除の期間中であっても，再び保護観察を実施する必要があると認めら

れると，保護観察の仮解除が取り消され，再び保護観察が実施されます。

4 相談したいことなどがあれば，担当の保護観察官や保護司に相談してくだ

さい。

（用紙日本工業規格A4)

記載要領事例に応じ不要の文字を削ること。



様式第99号（規程第131条第5項・第133条第6項）

仮解除等決定通知
聿
冒

甲一

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

地方更生保護委員会

保護観察の仮解除・保護観察の仮解除取消しを決定したので，通知次の者について，

します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名･刑期 懲役・禁銅

仮解除に関する事項

決定の日

効力発生日

仮解除取消しに関する事項

決定の日

効力発生日

1徳、

年 月 日生）（

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

年間刑執行猶予保護観察付年 月

3

年
年

月
月

日
日

4角

年
年

月
月

日
日

参考事項5

(注意) 1

2

事例に応じ不要の文字を削ること。

仮解除取消しの決定を通知する場合において，

るときは，その施設名を「1 氏名等」の「住帰

仮解除の決定を通知する場合には， 「4 仮解

仮解除の決定を通知する場合において，本刑k

参考事項」欄にその旨を記載すること。

iいて，保護観察付執行猶予者が施設に収容されてい

「住居」欄に付記すること。

仮解除取消しに関する事項」欄は記載を要しない。

本刑について2回目以上の仮解除であるときは， 「5

３
４

(用紙日本工業規格A4)



様式第100号（規程第132条第1項）

仮解除取消申出
聿
冒

◆－－

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

保護観察の仮解除中の次の者について，その行状にかんがみ，再び保護観察を実施する必

要があると認めますので，保護観察の仮解除取消しの申出をします。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

職 業

/‐、1

（ 年 日生）月

年 月 日仮解除の決定の日2

再び保護観察を実施する必要があると認める理由3

参考事項4

角

(用紙日本工業規格A4)



様式第101号（規則第107条，規程第135条第1項）

婦人補導院からの仮退院取消申出書

年 月 日

保護観察所長

●一一

地方更生保護委員会殿

次の者について，婦人補導院からの仮退院の取消しの措置をとられたく申出をします。

1 氏名等

氏 名 （ 年 月 日生）

本 籍

住 居

職 業

2 裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月 年間執行猶予（付補導処分）

角

年収容した日 月 日

3婦人補導院からの仮退院に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

年決定の日 月 日

年仮退院の日 月 日

仮退院施設 婦人補導院

収容すべき期間の終了日 年 月 日

4 申出の理由

（1）遵守事項を遵守しなかった事実

I

(2)保護観察の実施状況等

(3)再び婦人補導院に収容して処遇を行うことが必要かつ相当と認める理由

角

5参考事項

（1）引致の有無 有・無

（2）引致した年月日時 年 月 日午 時

（3）引致した場所

（4）留置の要否 要・否

（5）留置する施設に関する意見

（6）適当と認められる留置通知先（氏名，続柄，住所）

（7）

分

(注意） 1

22

事例に応じ不要の文字を削ること。

婦人補導院仮退院者が施設に収容されている場合には，その施設名を「1 氏名等」の「住

居」棚に付記すること。

3 検察庁から再犯通知を受理した場合には，通知した検察庁名を「5 参考事項」欄に記載す

ること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第102号（規程第138条第2項）

審理開始・留置通知書（乙）

■◆‐

年 月 日

地方検察庁 支部検察官殿

地方更生保護委員会

次の者について，婦人補導院からの仮退院の取消しの決定をするか否かに関する審理を開

始し，下記のとおり留置することとしたので，通知します。

氏名等

氏 名 （ 年 月 日生）

本 籍

住 居

裁判に関する事項

言渡し裁判所 裁判所 支部

言渡しの日 年 月 日

確定の日 年 月 日

罪 名

刑名・刑期 懲役・禁銅 年 月 年間刑執行猶予（付補導処分）

収容した日 、年 月 日

収容すべき期間の終了日 年 月 日

婦人補導院からの仮退院に関する事項

決定委員会 地方更生保護委員会

決定の日 年 月 日

仮退院施設

仮退院の日 年 月 日

審理の開始及び留置に関する事項

審理を開始した日 年 月 日

留置することとした日 年 月 日

留置する施設

参考事項

1

内

2

3

八

4

5

(注意） 留置する施設の変更に伴い通知するときは， 「4 審理の開始及び留置に関する恥項」の留置す

る施設欄には変更後の留置する施設名を記載し， 「5 参考事項」欄に留置する施設の変更の指揮

をした日を記載すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第107号（規程第153条）
様式第103号（規程第152条第1項）

生活環境調整状況通知書

年 月
（矯正施設の長）殿

地方更生保護委員会殿

保護観察所長
●

次の者の生活環境の調整の状況について，下記のとおり通知します。

日

1 生活環境の調整の報告に基づく意見
2今後に残された問題点及び調整の方針

帰住可・帰住不可・調整継続

3 特別遵守事項に関する意見

4連絡事項・参考事項（前回の保護観察の概要等）
角

生活環境調整報告書（甲）

風

(用紙日本工業規格A4)

氏 名
（ 年 月 日生）

帰
住
予
定
地
の
状
況
等

帰住予定地

引
受
人

住所

氏名等

特記事項

螺繍
引受けの

意 思

調整時の

引受人の

態度等

釈放時の

出迎え

住居の状況

生計の状況

電話 （ ）

口帰住予定地に同じ口下記のとおり 電話 （ ）

由一､■■■■■■■■■■ 1■■ー■■－ー一一－－－－ーー一一一一■■■■■■‐■■一一一一ー■■■■■■■■■■■■■■■■ 1■■■■■■--ー■■■■■■■■■■ー■■ーｰ‐■■■■■■ーｰ■■■■一一一一ーｰー■

.___________.________毎鮠_L___J_蕊掴_1_______....j__職業筆_L､._.._....______｣__.

l進んで引き受ける 4

8

引き受けないI

2引き受ける 5未定

3仕方なく引き受ける

０
１
１
１
１
８

(理由）

l行く (tH迎人の氏名・続柄 ）

2行かない

3未定

， （理由）

1－戸建 （口借家）

2ﾏﾝｼｮﾝ，ｱｰﾄ （口賃貸）

3その他（ ）

広さ （室数）
地域

環境

住宅地・商店街・工場地帯．

農漁山村・歓楽街

その他（ ）

富裕・普通・貧困 （ ）



戸、

r一、

(用紙日本工業規格A4)

帰
住
予
定
地
の
状
況
等

帰住予定地

等に居住

する家族等

の状況

「

張A鴻住碇

塊に離していt

噌帥,雛予

趨に離してい

碑鱗と,張

Aと鵬してい§

雑駛躯’し

て識↑6こと。

､

1 J

対象者に対

する上記家

族等の感情

近隣の

風評等

続柄 氏 名
■
Ｄ
Ｂ
■
■
■

■
Ｄ
Ｂ
■
■
■

●

年齢
Ⅱ

1

1

Ⅱ

1

1 職業等 特記事項

①一つ

関係人（引受人

･家族を除く。）

の特記事項

対象者の

施設収容前の

生活状況及び

交友関係

対象者の

心身の

状 況

釈放後の就業先

又は通学先の

状況 ， 生計の

見 込 み

帰住に当たつ

ての問題点，

調整した事項

及び今後の

調整の方針

他に適当と

思われる帰

住予定地．

引受人及び

その理由

q■

住
駈
氏
名

理
由

電話 （ ）

年齢（ ）続柄（ ）職業等（ ）

引受人等から聴取し

た被害弁償･酎罪の状

況，被害者等の心身

の状況，生活状況及

び被害に関する心傭

参考事項

年 月 日 罰筐蛎鰯 印

調整のために帰住予定地へ出向いた回数 回 帰住予定地と生活環境調整担当保護司宅との距離 km

※生活環境調整主任官の所見等

年 月 日 生活環境鯛整主任官 印



記載要領

「生活環境調整状況通知書」

1 「1 生活環境の調整の報告に基づく意見」欄は，該当する項目に○印を付すなどす

ること。 この場合において， 「調整継続」に○印を付すなどした場合には， 「2 今後
に残された問題点及び調整の方針」柵に，調整に要する見込み期間を記載すること。

2 「3特別遵守事項に関する意見」欄には，生活環境の調整の結果に基づき，特別遵
守事項に関する意見を記載すること。

3 「4連絡事項・参考事項」欄には， 自庁で前回の保護観察を実施しているときには，
その実施状況，実施上問題となった事項等について記載すること。

｢生活環境調整報告書（甲)」

1 該当する番号等に○印を付すなどすること。

2 「帰住予定地」欄

（1）身上調査書等に記載されている帰住予定地を記載すること。

（2）調査の結果，身上調査書等に記載されている帰住予定地と実際の帰住予定地が異な

る場合には， 「参考事項」欄にその旨を記載すること。

3 「引受人」の「住所」欄

（1）引受人の住所と帰住予定地が同じ場合には， 「口帰住予定地に同じ」の□にし印を

付すこと。

（2）引受人の住所と帰住予定地が異なる場合には， 「口下記のとおり」の□にし印を付

し，その住所を記載すること。

4 「引受人」の「特記事項」欄

事例に応じ，以下の事項を記載すること。

（1）引受人の性格，行状，生活環境調整対象者の監護に関する責任の自覚の有無等

（2）引受人が知人等である場合には，生活環境調整対象者との具体的な関係

5 「住居の状況」欄

帰住予定地の住居が，借家又は賃貸の住居である場合には，該当する□にし印を付す

こと。

6 「生計の状況」欄

（ ）内には，生活保護を受けていること等特記すべき事項を記載すること。

7 「近隣の風評等」欄

報告者の知り得る範囲で，帰住予定地近辺における以下の事項に関する風評等を記載

すること。

（1）生活環境調整対象者

（2）当該生活環境調整対象者が刑又は保護処分を言い渡される理由となった犯罪又は刑

罰法令に触れる行為

（3）引受人，その家族等

8 「関係人（引受人・家族を除く。）の特記事項」欄

以下の事項を記載すること。

（1）生活環境調整対象者の改善更生に資する関係人（引受人及びその家族を除く。）に

対し，理解及び協力を促した事項

（2）当該関係人に関する特記事項

9 「対象者の心身の状況」欄

対象者の施設収容前の心身の状況及び引受人等から聴取した対象者の現在の心身の状

況について，特記すべき事項を記載すること。

10 「帰住に当たっての問題点，調整した事項及び今後の調整の方針」欄

調整に要する見込み期間が明らかな場合には，その期間を記載すること。

11 ｢引受人等から聴取した被害弁償・謝罪の状況，被害者等の心身の状況，生活状況及
び被害に関する心情」棚

引受人等から被害弁償・謝罪の状況，被害者等の心身の状況（通院状況，精神的被害

の状況（犯罪に起因する心的外傷後ストレス障害(PTSD)の発症その他の精神的影

響の内容)） ，生活状況（就業先又は通学先（今後就業又は通学予定がある場合には，

その旨及び当該就業予定先又は通学予定先)，犯罪がその後の生活に及ぼした支障の内

容）及び被害に関する心情について聴取した場合には，その内容を，それぞれ記載する

こと。その他，犯罪の内容，生活環境調整対象者と被害者等との関係，被害者等の住居

及びその生活圏等に照らし，生活環境調整対象者の帰住に際し，被害者等の再被害及び
二次的被害防止の観点から特に配慮すべき事項がある場合には，その内容を記載するこ

と。

12※欄には，生活環境調整主任官の所見のほか，生活環境調整主任官が調整した事項等

がある場合には，その内容も記載すること。

円

風



様式第107号（規程第153条）
様式第104号（規程第152条第1項）

生活環境調整状況通知書
年 月

（矯正施設の長）殿
地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者の生活環境の調整の状況について，下記のとおり通知します。

1 生活環境の調整の報告に基づく意見 帰住可・帰住不可・調整継続
2 今後に残された問題点及び調整の方針

日

3特別遵守事項に関する意見

4連絡事項・参考事項（前回の保護観察の概要等）

P，
生活環境調整報告書（乙） 一

P，

氏 名
（ 年 月 日生）

帰
住
予
定
地
の
状
況
等

施設の名称

施設の所在地

代表者の役職・氏名

※法人等の所在地

※居室の状況，

指導態勢等‘

帰住に関する

支障の有無

釈放時の

出迎え

電話 （ ）

(※調整時の施設担当者の役職・氏名）

ロ施設の所在地に同じ 口下記のとおり

1なし

2あり

口 年 月 日以降であれば宿泊場所を供与することができる

(理由）

口宿泊場所を供与することができない

(理由）

l行く （出迎人）

2行かない（理由）

帰住に当たっての

問題点 ， 調整した

事項及び今後の

調 整 方針

その他参考事項

年 月 日 生活環境調整担当保謹司 印

※生活環境調整主任官の所見等

年 月 日 生活環境調整主任官 印



記載要領

「生活環境調整状況通知書」

1 「1 生活環境の調整の報告に基づく意見」欄は，該当する項目に○印を付すなどす
ること。 この場合において， 「調整継続」に○印を付すなどした場合には， 「2 今後
に残された問題点及び調整の方針」欄に，調整に要する見込み期間を記載すること。

2 「3 特別遵守事項に関する意見」欄には，生活環境の調整の結果に基づき，特別遵
守事項に関する意見を記載すること。

3 「4連絡事項・参考事項」欄には， 自庁で前回の保護観察及び更生緊急保護の措置
を実施しているときには， その実施状況，実施上問題となった事項等について記載する

こと。

｢生活環境調整報告書（乙)」

1 「施設の名称」欄には， 当該施設を運営する法人等の名称と施設の名称が異なる場合
は，その両方を記載すること。

2 「(※調整時の施設側担当者の役職・氏名）」欄， 「※法人等の所在地」欄及び「※居

室の状況，指導態勢等」欄は，帰住予定地が更生保護施設である場合には，記載を要し
ない。

3 帰住に関する支障がある場合には， 「帰住に関する支障の有無」欄の「口 年
月 日以降であれば宿泊場所を供与することができる」又は「口宿泊場所を供与する

ことができない」のいずれかの□にし印を付し，その理由を簡潔に記載すること。

4 「帰住に当たっての問題点，調整した事項及び今後の調整方針その他参考事項」欄に
は，帰住に当たっての問題点，調整した事項及び今後の調整方針のほか，釈放後の就業

先等の状況，生計の見込み及び生活環境調整対象者との面会・通信の回数その他参考と

なる事項について，特記すべき事項がある場合に記載すること。

5 「※生活環境調整主任官の所見」柵には，生活環境調整主任官の所見のほか，生活環

角

境調整主任官が調整した事項等がある場合には，その内容も記載すること。

角



様式第107号（規程第153条）
様式第105号（規程第152条第2項）

生活環境調整状況通知書
年 月

（矯正施設の長）殿

地方更生保護委員会殿

保護観察所長

次の者の生活環境の調整の状況について，下記のとおり通知します。

日

1 生活環境の調整の報告に基づく意見
2 今後に残された問題点及び調整の方針

帰住可・帰住不可・調整継続

3 特別遵守事項に関する意見

4連絡事項・参考事項

生活環境調整追報告書
ハ
ー

r~､

(用紙日本工業規格A4)

氏 名
（ 年 月 日生）

帰
住
予
定
地
の
状
況
等

帰住予定地

引
受
人

住 所

氏名等

引受け

の意思

釈放時の

出迎え

電話 （ ）

口帰住予定地に同じ口下記のとおり 電話 （ ）

｡

■ ■■ーー‐ｰ‐ー■■ー●■一■■一■■■■■■■■ ｨ■■＝■■＝■■ 1■■ーー1■■■■■■■■■■一一一一一一一■■■■ー■■ー■■ー■■■■一一■■■■■■■■一一一■■一一一■■■■■■一一一■■■■■■ I

職業等（ ）

1進んで引き受ける 4引き受けないI (理由）

2引き受ける 5未定

3仕方なく引き受ける

l行く （出迎人の氏名・続柄） 2行かない

3未定

（理由）

釈放後の就業

先又は通学先

等の状況，生

計の見込み

前回報告後

生活環境に

変 動 が

あった事項

帰住に当たつ

ての問題点，

調整した事項

及び今後の

調整の方針

その他参考事項

他に適当と

思われる帰

住予定地．

引受人及び

その理由

住
所

氏
名

理
由

電話 （ ）

･年齢（ ）続柄（ ）職業等（ ）

年 月 日 ）圏
生活環境調整

担当保護司 印

※生活環境調整主任官の所見等

年 月 日 生活環境調整主任官 印



記載要領

「生活環境調整状況通知書」

1 「1 生活環境の調整の報告に基づく意見」欄は，該当する項目に○印を付すなどす

ること。 この場合において， 「調整継続」に○印を付すなどした場合には， 「2 今後

に残された問題点及び調整の方針」欄に，調整に要する見込み期間を記載すること。

2 「3 特別遵守事項に関する意見」欄には，生活環境の調整の結果に基づき，特別遵

守事項に関する意見を記載する.こと。

｢生活環境調整追報告書」

1 「引受人」の「住所」欄

（1）引受人の住所と帰住予定地が同じ場合には， 「口帰住予定地に同じ」の□にし印を

付すこと。

（2）引受人の住所と帰住予定地が異なる場合には， 「口下記のとおり」の□にし印を付

し，その住所を記載すること。

2 「前回報告後生活環境に変動があった事項」欄

帰住予定地の状況等，被害弁償・謝罪の状況，被害者等の心身の状況，生活状況及び

被害に関する心情について，前回報告後，変動が生じた場合には， 当該変動内容につい

て，それぞれ記載すること。

3 「帰住に当たっての問題点，調整した事項及び今後の調整の方針，その他参考事項」

欄

生活環境調整対象者と引受人又は担当保護司との面会及び通信の状況について，特記

すべき事項があれば記載すること。

4 ※欄には，生活環境調整主任官の所見のほか，生活環境調整主任官が調整した事項等

がある場合には，その内容も記載すること。

声、

侭



様式第106号（規程第152条第3項）

生活環境調整面接状況報告書

/‐、

rー、

（用紙日本工業規格A4)

記載要領

1 「面接の状況」欄には，引受人（家族等を含む。 ）に対する感情，施設内での状況，
釈放後の就労．就学の見込み等について，生活環境調整対象者から聴取した事項につい
て具体的に記載すること。

2 「面接時に助言・調整した事項」欄には，助言・調整した事項及びこれに対する生活

環境調整対象者の態度について，具体的に記載すること。

3 「参考事項」欄には，面接時に矯正施設の職員と協議を行った事項等について記載す

ること。また，引受人等を同伴した場合には，その者の氏名及び生活環境調整対象者と
の続柄を記載すること。

氏 名
（ 年 月 日生）

矯正施設名 面接の日

●缶÷

年 月 日

帰住予定地

面接の状況

面接時に

助言・調整

した事項

面接時の印象

参考事項

年 月 日 生活環境調整担当保護司 印



様式第107号（規程第153条）

生活環境調整状況通知書
■ー

年 月 日

(矯正施設の長）殿

地方更生保護委員会殿

「。
?

保護観察所長

次の者の生活環境の調整の状況について，下記のとおり通知します。

日）氏 名 （ 年 月

P、

生活環境の調整の報告に基づく意見 帰住可・帰住不可・調整継続
●

1

今後に残された問題点及び調整の方針2

特別遵守事項に関する意見3

連絡事項・参考事項4

角

(用紙日本工業規格A4)

記載要領

1 「1 生活環境の調整の報告に基づく意見」欄は，1 「1 生活環境の調整の報告に基づく意見」欄は，該当する項目に○印を付すなどす

ること。この場合において， 「調整継続」に○印を付すなどした場合には， 「2今後

に残された問題点及び調整の方針」欄に，調整に要する見込み期間を記栽すること。

2 「3特別遵守事項に関する意見」欄には，生活環境の調整の結果に基づき，特別遵

守事項に関する意見を記載すること。



様式第108号（規程第157条第3項）

裁判確定前の生活環境調整同意書

保護観察所長殿

私は， 日年 月 裁判所 支部

の裁判により保護観察付執行猶予.の判決の言渡しを受けました。つきま

しては，下記の調整事項について，生活環境の調整が行われることに同

I無､意します。

調整事項

口住居の調整

口就業先の調整

□その他（ ）

年 月 日

氏 名

生年月日

住 居

印
/‐、

年 月 日

(注意事項） 該当する□にし印を付すなどすること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第109号（規程第162条第1項）

更生緊急保護申出
室
冒

ー

保護観察所長殿

更生緊急保護を受けたく申出をします。

年 月 日

r傘、

ふりがな

印氏 名

日生年 月

本 籍

緯、
住 居

イ

,，

(用紙日本工業規格A4)



様式第1 10号（規則第1 18条第2項，規程第162条第3項）

しゃくほう ひと こうせいきんきゅうほど もうしでてつづき かん せつめいしょ

釈放された人の更生緊急保護の申出手続に関する説明書

じけん お みがら こうそく そのど しやくほう ひと しんぞく

1 事件を起こして身柄を拘束され，その後，釈放された人で，親族などから
えんじよ え ふくしじむしよ ほご もと

援助が得られなかったり，福祉事務所などに保護を求めることができなかった
あいだ せいかつ こま ぱあい

りして， しばらくの間，生活をすることができずに困っているような場合，
ほうりつ ほごかんさっしよ こうせいきんきゅうほど とくぺつ ほご もうしで

法律により，保護観察所に更生緊急保護という特別の保護の申出をすることが
こうせいきんきゅうほど おも ないよう せいかつじよう こうせいほどしせつ

できます。更生緊急保護の主な内容は，生活上のアドバイス，更生保護施設
しゆくはく きじゅう えんじょ

での宿泊，帰住の援助などです。
こうせいきんきゅうほど もうしで つぎ あ ひと

2更生緊急保護の申出をすることができるのは，次のすべてに当てはまる人で，
あ ひと ほご う

これに当てはまらない人は，保護を受けられません。
しやくほう げんそく つきいない ひと きかん こ ぱあい

（1）釈放されてから原則として6月以内の人（この期間を超える場合は，
ほごかんさっしよ そうだん

保護観察所に相談してください｡)
しんぞく えんじよ え ふくしじむしよ ほご もと

（2）親族からの援助が得られなかったり，福祉事務所などに保護を求めること
あいだ せいかつ おく こま

ができなかったなど， しばらくの間の生活を送ることができずに困ってい
ひと

る人
みがら こうそく じけん ふか はんせい ぜんりよう しやかいじん こうせい いし

（3）身柄を拘束された事件を深く反省し，善良な社会人として更生する意思
つよ も どりよく ひと

を強く持つとともに，そのための努力をする人
こうせいきんきゅうほど もうしで ほごかんさっしよ おこな ほどかんさっしよ

3 更生緊急保護の申出は，保護観察所で行います。保護観察所では，あなた
ほご う りゆう き ほご ひつよう はんだん

から保護を受けたい理由を聞き，保護の必要があるかどうかを判断します。
もうしで かなら きぼう ほご う

ただし， 申出をしたからといって， 必ずしも希望する保護を受けられると

いうわけではありません。
こうせいきんきゅうほど う あ ほごかんさっしよ しじ したが

4 更生緊急保護を受けるに当たっては，保護観察所の指示に従わなければな
こうせいきんきゅうほど つづ

りません。また，更生緊急保護はいつまでも続けられるものではありませんの
はや じりつ こうせい どりょ<

で，できるだけ早く自立・更生できるように努力しなければなりません。これ
まも ばあい こうせいきんきゅうほど う

らを守らない場合には，更生緊急保護を受けることはできません。
ほごかんさっしよ ぱしよ けんさつちょう けいむしよ こうちし､k しようねんいん

5 保護観察所の場所などについては，検察庁，刑務所，拘置所，少年院の
たんとう ひと

担当の人にたずねてください。

角

r~､

(用紙日本工業規格A4)



様式第111号（規則第118条第2項，規程第162条第3項）

（表）

角

偽

(注意） 1

2

3

4

事例に応じ，該当文字を○で囲むこと。

少年院を退院した者については， 「刑名・刑期」欄は記載不要である。

扶養義務者若しくは引受人がいないとき，又は不明のときは，その旨を当該欄に記載すること。

保護観察所において保護カードを交付するときは， 「取扱官庁」欄に当該保護観察所名を記載する

こと。

(用紙 日本工業規格A4)

保護カード

所轄保護観察所長殿
●＝●

取扱官庁

年 月 日

官職氏名 印

次の者に対する更生緊急保護の必要性に関する意見その他参考となる事項は，下記のとおり

です。

名
の
示

氏
等
表

氏 名

本 籍

帰住地

生年月日 年 月 日 （ 歳）

釈放

の

事由

区 分

罪名・非行名

身柄拘束期間

満期釈放刑執行免除刑執行猶予起訴猶予罰金・科料

労役場出場・同仮出場少年院退院

刑名・刑期

年 月 日から 年 月 日まで

扶養

義務

者

氏 名

住 居

職 業

生年月日 年 月 日 （ 歳）

(電話 ）

本人との続柄

引
受
人

氏 名

住 居

職 業

生年月日 年 月 日 （ 歳）

(電話 ）

本人との続柄

釈放時の所持金品

更生緊急保護の

必要性に関する

意見・参考事項

取扱者印



(裏）

属
一

/~や

(用紙日本工業規格A4)

(更生緊急保護実施欄）

※この棚は，保護観察所又は更生保護施設その他の施設で記載すること。

月 日 更生緊急

保護の措置

実施官庁及び

取扱者印

更生緊急保護の経過と結果 取扱

者印

(注意）

1 このカードは p

(1)刑期が終了して刑事施設を釈放された者，刑の執行を免除された者（いずれも(2)の場合を除く。）又

は労役場を出場若しくは仮出場した者に対しては刑事施設の長

(2)少年院を退院した者（少年院収容受刑者が満期釈放又は刑の執行の免除となった場合を含む｡）に対し

ては少年院の長

(3)刑の執行を猶予された者，起訴を猶予された者又は嗣金・科料の言渡しを受けた者に対しては刑事手

続に関与した検察官

が，表面「調査欄」に必要な事項を記入し，記名押印の上，それぞれ該当する者に交付すること。

2 1の規定により交付を受けた者は，保謹観察所に出頭して更生緊急保護の申出をするときは二のカード

を提示すること （このカードの提示がないと保謹を受けられないことがある｡)。

3保護観察所の長は， 1の規定により交付を受けた者がこのカードを提示して更生緊急保護を申し出たと

きは，事情を調査して更生緊急保謹の措置を選定すること。更生緊急保護の措温を決定したときは，その

旨を「更生緊急保護実施欄」に記入し， 当該措置の選定を受けた者にこのカードを返還すること。

4更生保謹施設その他の施設においては，保護観察所の長から更生緊急保謹の措置を委託されたときは，

更生緊急保護の対象者にこのカードを提出させ,保管の上，保護の経過及び結果をその都度該当棚に記入

すること ◎

当該更生緊急保護の対象者が退所するときは， このカードをその者に返還すること。



様式第112号（規則第122条，規程第164条）

更生緊急保護委託書
年 月

保護観察所長

日

殿

Mの 雪 －

1 民 一名 （ 年 月 日生)（ 歳)(男･女）
2 本 籍

3 住 居

4種 別 （一)刑執行終了 （二)刑執行免除 （三)執行猶予確定前

（四)執行猶予確定後 （五)起訴猶予 （六)罰金・科料

（七)労役場 （八)退院・仮退院期間満了 （九)補導処分執行終了

5 身体の拘束を解かれた日 年 月 日

6 犯罪行為の表示

7 犯数･刑名･刑期等 （初･累 入)懲・禁・拘 年 月（執行猶予期間 年）

労役場 日（罰･科 円） 罰金･科料 円

少年院在院期間 年 月

8 処分(釈放)庁 （ ）刑務所･拘置所･婦人補導院（ 支所）

（ ）裁判所･検察庁（ 支部）

（ ）少年院

9認定資料 (1)保護カード (2)身上調査書 (3)裁判書 (4)その他（ ）

10家庭環境，交友関係，親族の状況等

魚
～

更生緊急保護の対象となる者の性格，経歴，心身の状況，生活の能力，生活の計画等11

更生緊急保護を必要とする事情及びその対象となる者の意思12

保護の方針13

14更生緊急保護の対象となる者又はその扶養義務者の費用負担能力

15 面接の日 年 月 日

16参考事項

口有口無

/ー、

調査者 年 月 保護観察官日

1 委託する措置の内容

（更生保護施設）

口宿泊 日間（ ． ． ～ ． ． ） 口懲#帥 日間（ ・
口甦鱸鴨(そり他） 日間（ ． ． ～ ． ． ）

（更生保護施設以外）

口宿泊 日間（ ． ． ～ ． ． ） 口食事給与 日間（

口甦瀧艤(自蝋鯛 日間（ ． . ～ ・ ・ ）

2 参考事項（当庁でとった措置）

口食事給与 （ 円）（ 食分）

口帰住援助 （旅費給与 円）(割引証交付片道･往復･無)（ 線

口金品の給与・貸与（

□その他 （

）～

）～

駅まで）

）

）

(注意） 事例に応じ不要の文字を削り，該当する項目に○印を，□にし印を付すなどすること。

（用紙 日本工業規格A4)
1



記載要領

1 「8 処分（釈放）庁」は以下により記載すること。

（1）法第85条第1項第1号，第2号，第7号又は第8号に規定する者にあっては，身

体の拘束を解かれた時点において収容されていた矯正施設の名称

（2）同項第3号，第4号又は第6号に規定する者にあっては， 当該言渡しをした裁判所

の名称

（3）同項第5号に規定する者にあっては， 当該処分をした検察庁の名称

2 「12更生緊急保護を必要とする事情及びその対象となる者の意思」欄には，調査時

における所持金についても調査の上，適宜記載すること。

3 更生緊急保護（その他）の措置を委託して実施するときは， 「13保護の方針」欄に，

更生緊急保護（その他）の具体的な方針等を記載すること。

4 「16参考事項」欄には，活用できる社会資源，その他参考となる事項を記載するほ

か，過去に更生緊急保護等の措置を行った場合には，その内容を記載すること。

5 「1 委託する措置の内容」の「更生緊急保護（その他)」欄には，法第85条第1

項に掲げる更生緊急保護の措置のうち，規則第116条の規定による措置を除いたもの

を記載すること。

6 「2 参考事項」の「その他」欄の（ ）には，医療若しくは療養の援助，就職援
助，教養訓練の援助，職業に関する補導，生活指導又は生活環境の調整等の内容を簡潔

に記載すること。

一

/令
－

/~、
一 一



ノ

様式第1 13号（規程第168条第4項）

刑の執行停止中の措置の終了通知書
b一一

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

保護観察所長

先に指導監督，補導援護並びに応急の救護及びその援護の措置の請求のあった次の者につ

いて，下記の事由により措置をとることを終了したので，通知します。

名
氏
本
住

氏

・
名
籍
居

等1角

日生）（ 年 月

終了の日 年 月 日2

終了の事由

口刑の執行停止の取消し

口死亡

□その他（

3

）

偽

措置の結果4

参考事項5

(注意） 事例に応じ該当する□にし印を付すなどすること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第1 14号（規程第169条）

P，
一

r一、

(用紙 日本工業規格A4)

質問調書

本 籍

住 居

職 業

氏 名 年 月 日生（ 歳）

(質問調書の冒頭の記載は，次の例による。 ）

に対する保護観察事件について， 年 月 日

において質問したところ，本職に対し，任意下記のとおり供述し

た ◎

(質問調書の結びの記載は，次の例による。 ）

上記のとおり録取して読み聞かせたところ，誤りがない旨申し述べて署

名押（指）印した 0

前同日同所

保護観察所

保護観察官 印



記載要領

1保護観察対象者の供述を録取する場合において，当該保護観察対象者が矯正施設等に

収容されている場合は， 「住居」欄に， 「 （○○○○収容中） 」等と付記すること。

2 関係人の供述を録取する場合は，以下により記載すること。

（1）本籍の記載は要しない。

（2） 「職業」欄には，職業を記載するほかj 「 （保護観察対象者との続柄等）△△△

△」と保護観察対象者との関係を付記すること。

3様式中央下部に，地方更生保護委員会作成に関するものについては「地方更生保護委

員会」 ，保護観察所作成に関するものについては「保護観察所」を，いわゆる枠組みで

表示するとともに，継続用紙についても同様の取扱いとすること。

4 ワードプロセッサー等により作成する場合は，枠組罫線以外の罫線を省略して差し支

えない。この場合において，枠組み内の一行文字数は35字，行数は23行とすること。

角

P，
一



様式第115号（規程第170条第1項）

一

HIj 会害科照 』

年 月 日

地方検察庁殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

次の者の前科を調査の上，回答願います。

氏名等

通称・ふりがな

氏 名 （ 年 月 日生）

（旧姓）

本 籍

（旧籍）

（在留カード番号又は特別永住者証明書番号） 恥

（交付の日） 年 月 日

使用目的

口仮釈放等審理 口恩赦上申 口仮解除 口不定期刑終了 口所在調査

□その他（ ）

調査対象前科

口現在までの前科

□すべての前科

□「道交法違反」 ・ 「保管場所法違反」に係る罰金刑以下の刑のみ

□「道交法違反」 ・ 「保管場所法違反」に係る罰金刑以下の刑を除く

口 年 月以降の前科

□すべての前科

□「道交法違反」 ・ 「保管場所法違反」に係る罰金刑以下の刑のみ

□「道交法違反」 ・ 「保管場所法違反」に係る罰金刑以下の刑を除く

口 年 月 日 裁判所 支部言渡しの刑

参考事項

1

/一、
一

2

3

/－14

へ

取扱者（ ）

回答書
年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長殿

地方検察庁

照会書記載の前科について，次のとおり回答します。

1 照会に係る前科は犯歴票に登録されていない。

2 照会に係る前科は別紙前科調書のとおりである。

(用紙日本工業規格A4)



記載要領

1 事例に応じ該当する□にし印を付すこと。

2 「1 氏名等」は次により記載すること。

(1) 「氏名」欄には， 旧姓が分かっている場合は必ずこれを付記すること。

（2） 「本籍」欄には， 旧籍が分かっている場合は必ずこれを付記すること。

（3） 「(在留カード番号又は特別永住者証明書番号)」欄及び「(交付の日）」柵には，

該当事項を分かる範囲で記載すること。

(4)出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した

者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律（平成21年法律第79

号）附則第15条第1項又は第28条第1項の規定により， 同附則第15条第2項又

は第28条第2項に規定する有効期間が満了するまでの間，在留カード又は特別永住

者証明書とみなされる外国人登録証明書を所持している場合には， 「(在留カード番

号又は特別永住者証明書番号)」欄に外国人登録番号を記載し，同欄「在留カード番

号又は特別永住者証明書番号」 とあるのを「外国人登録番号」 と書き換えること。

3 「2使用目的」柵には， 「その他」の場合には（ ）内に使用目的を記載するこ

と。

年4 「3 調査対象前科」欄について， 「現在までの前科」又は「 月

以降の前科」を選択した場合にあっては，調査の必要性に応じて， 「すべての前科｣， 「｢道

交法違反」 ・ 「保管場所法違反」に係る罰金刑以下の刑のみ」又は「｢道交法違反」 ・ 「保

管場所法違反」に係る罰金刑以下の刑を除く」のいずれかを選択すること。

なお，調査対象前科は必要に応じて，なるべく限定するよう配慮すること。

へ
ー

イー、



様式第1 16号（規程第170条第2項）

刑事事件記録借用依頼書

年 月 日

検察庁 支部検察官殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

次の者に関する刑事事件記録の借用方を依頼します。

氏名等

氏 名

（旧姓）

本 籍

（旧籍）

1 声、

（ 年 日生）
一

月
一

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

懲役・禁銅 年 月

依頼する理由3 戸､
／

参考事項4

取扱者（

(用紙日本工業規格A4)

）



様式第1 17号（規程第170条第3項）

判決謄本等送付依頼
室
冒

年 月 日

裁判所

検察庁

支部 殿

支部検察官殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

次の者に関する判決謄本（第1審・第2審） ・起訴状の勝本・刑執行証明書

されたく依頼します。

なお，判決原本が滅失又は破損している場合は，裁判に関する調査書（恩赦上

条・様式第3号）を，刑の執行に関する帳簿書類等が滅失している場合は，刑執

上申事務規程第9条・様式第6号）を送付願います。

(恩赦上

部を送付

内

申事務規程第7

k,刑執行調査書（恩赦

氏名等

氏 名

（旧姓）

本 籍

（旧籍）

1

日生）（ 年 月

裁判に関する事項

言渡し裁判所

言渡しの日

確定の日

罪 名

刑名・刑期

2

裁判所 部
日
日

支

年
年

月
月

碑、

年 月（罰金懲役・禁鋼 円）

3依頼する理由

4参考事項

取扱者（ ）

(注意) 1 事例に応じ不要の文字を削ること。

2起訴の日が判明している者につい．起訴の日が判明している者については，起訴の日を「4参考事項」欄に記載すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第118号（規程第171条）

戸籍謄本等送付依頼
圭
巨

年 月 日

市区町村長殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

次の者に関する下記の書類を送付されたく，更生保護法第28条・第30条の規定に

より依頼します。

門
一

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

1

（ 年 日生）月

書 類

口戸籍の謄本

口戸籍の抄本

口戸籍の附票の写し

口住民票の写し

2

ｌ
く
く
く

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

通
通
通
通

依頼する理由3

/~

参考事項4

取扱者（ ）

(注意） 事例に応じ不要の文字を削り，該当する□にし印を付すなどすること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第1 19号（規程第172条）

競合
聿
日事件 通知

年 月 日

家庭裁判所 支部殿

保護観察所長

少年法第27条の規定による保護処分の取消しを相当と次の者について，処分が競合し，少年法第2‘

する事由があると認められるので,.通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

1角

日生）年（ 月

2競合する処分

（1）継続中の保護処分

非行名

決定裁判所

決定の日

保護処分の種別

支部

日

家庭裁判所

年 月

(2)確定した有罪判決又は新たな保護処分

罪名・非行名

決定又は言渡し裁判所

決定又は言渡しの日

保護処分の種別又は刑名刑期

角
支部

日

裁判所

年 月

3 参考事項

(注意） 1 少年院仮退院者の場合には，少年院からの仮退院の日及び仮退院をした少年院名を「3参

考事項」欄に記載すること。

2有罪判決が確定したときは， 「2 競合する処分」の「決定又は言渡しの日」欄に確定の日を

併記すること。

(用紙日本工業規格A4)



様式120号（規程第173条）

保護処分取消事由通知書

年 月 日

家庭裁判所 支部殿

保護観察所長

少年法第27条の2第1項に規定する事由があると認められるので，同次の者について，少年法第27曽

条第3項の規定により通知します。

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

1
『一、

（ 年 日生）月
一

保護処分の内容

非行名

決定の日

保護処分の種別

2

年 月 日

少年法第27条の2第1項に規定する事由3

～

/ヘ

参考事項4

(注意） 少年院仮退院者の場合には，少年院からの仮退院の日及び仮退院をした少年院名を「4 参考

事項」欄に記載すること。

(用紙日本工業規格A4)
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様式第121号（規程第174条）

保護観察対象者の収容通知書
｡←や

月年 日

保護観察所長殿

（ 支部・駐在官）

(矯正施設又は少年鑑別所の長）

月 日当施設に収容したので,通知します。次の保護観察対象者を 年

氏名等

氏 名

本 籍

収容前の住居

1

年 月 日生）（角

0

保護観察となった裁判又は審判等

言渡し又は決定裁判所

言渡し又は決定の日

（確定の日

罪名・非行名

刑名・刑期又は保護処分の種別

仮釈放等の決定委員会

決定の日

仮釈放等施設

仮釈放等の日

保護観察期間満了日

保護観察の停止の有無無・有

2

支部

日

日）

裁判所

年
年

月

月

地方更生保護委員会

年 月 日

年
年
年

月
月
月 ｊ

日
日
日

風

(効力発生日

収容の原因となっている犯罪又は非行事実の概要及びその他の参考事項3

(注意） 事例に応じ不要の文字を削ること。

(用紙日本工業規格A4)



様式第122号（規程第175条）

精神障 者等通報書
空
目

－

年 月 日

知 事

(政令指定都市の長）

殿
殿

保護観察所長

次の者を，精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第25条の規定により，通報します。

/一、

保護観察に付されている者の氏名等1

（名
籍
居

年 日生）氏
本
住

月

保護者又は引受人の氏名等2

名
柄
所

氏
続
住

症状の概要3

/弓

参考事項4

日本工業規格A4)(用紙



様式第123号（規程第176条第1項・第3項）

保護観察状況等報告書（甲）

年 月 日

家庭裁判所 支部殿

少年鑑別所長 殿

保護観察所長

次の保護観察対象者の保護観察状況等につい先に照会があった．先に収容通知を受けた

て，下記のとおり報告します。

角
氏名等

氏 名 （ 年 月

住 居 、

保護観察対象者の種別等

保護観察対象者 保護観察処分少年・少年院仮退院者

保護観察期間 年 月 日から 年 月

主任官

担当保護司

主任官・担当保護司との連絡状況

（少年）良・普通・不良 （保護者）良・普通・不良

家庭の状況等

（折合）和。やや不和・不和 （生計）富裕・普通・貧困・極貧

（保護者の保護観察に対する態度）熱心・普通・無関心

就学状況

（現 在） 学校 年在学

（学業成績） 上・中の上・中の下・下

（出席状況） 勤勉・普通・時々欠・長欠・不就学

（長欠・不就学の理由）

就業状況

（勤務形態）定職・暫定・失業・不就業 （職種）

（勤務先） 通勤・住込．(勤務先） 通勤・住込・

1

日生）

2

日まで

3

4角

5

家業

(稼働日数） 日（収入） 円 （就業態度）勤勉・普通・怠惰

(就業の状況・見通し）

(用紙日本工業規格A4)



●

(氏名 ）

交友関係 良・普通・不良6

(主な友人）

特別遵守事項7
I

生活行動指針8

保護観察の経過9

内

ｲヘ

10保護観察実施上の問題点と処遇上の意見

(注意） 事例に応じ不要の文字を削ること。

（用紙
１

１

１

”

。

▽

白

０

９

＋

心

中

ｇ

■

申

寺

甲

Ｆ

座

Ⅱ

日本工業規格A4)



記載要領

1 「2 ．保護観察対象者の種別等」の「主任官」欄及び「担当保護司」欄には，それぞ

れ報告時又は終了時の主任官，担当保護司の氏名を記載すること。

2 「2 保護観察対象者の種別等」の「保護観察対象者」欄， 「主任官・担当保護司と

の連絡状況」柵， 「3 家庭の状況等」の各柵， 「4 就学状況」の「学業成績」柵及

び「出席状況」欄， 「5就業状況」の「就業態度」欄並びに「6交友関係」欄には，

該当するものを○等で囲むこと。

3 「6 交友関係」の「主な友人」欄には，特記すべき交友があれば，氏名及び特記理

由を記載すること。

4 「7特別遵守事項」欄及び「8生活行動指針」欄には，報告する時点のものを記

載すること。

5 「9保護観察の経過」欄には，保護観察の実施上重要と認められる事項及びこれに

対してとった措置を簡潔に記載するほか，保護観察対象者との毎月の連絡回数等の連絡

状況（連絡状況が不良の場合の理由を含む｡），保護観察対象者と家族との折合の状況

及び生計に関する特記事項について，適宜記載すること。侭、

角

0



様式第124号（規程第176条第1項・第2項）’

I

保護観察状況等報告書（乙）
■一一

年 月 日

裁判所

検察庁

支部 殿

支部検察官殿

保護観察所長

次の者の保護観察状況等について，下記のとおり報告します。

氏名等

氏 名

住 居

保護観察の期間等

保護観察期間

主任官

担当保護司

特別遵守事項

1 円

（ 年 月 日生）

2

年 月 日から 年 月 日まで

3

生活行動指針4

就 業 （職 業）

（就業状況）

5

勤勉・普通・怠惰 通勤・住込・家業

/－1

良・普通・不良交 友6

和。やや和．やや不和・不和・不該当家 庭7

富裕・普通・貧困・極貧生 計8

保護観察の経過等（保護観察の実施過程で問題となった事項等）9

10参考事項

(用紙日本工業規格A4)



記載要領

1 「3 特別遵守事項」欄及び「4 生活行動指針」欄には，報告する時点のものを記
載すること。

2 「5就業」欄には，職業名を記載し，就業状況について該当するものを○等で囲む
こと。

3 「6交友」柵には，該当するものを○等で囲み，不良交友があるときはその氏名及

び本人との関係を，例えば， 「共犯」等と記載すること。

4 「7家庭」欄には，該当するものを○等で囲むこと。家族と同居していない場合に

は「不該当」を○等で囲むこと。

5 「8生計」欄には，該当するものを○等で囲み，生活保護法の適用を受けているな

どの特記事項があるときはその旨を記載すること。

6 「9保護観察の経過等」欄には，保護観察対象者の問題行動及びその環境等に生じ

た重要な変化等に関する事項並びにこれに対して保護観察所がとった措置並びに保護観

察を実施した過程で処遇上特に問題となった事項その他参考となる事項を記載するこ
P，

と。

ル

P、

I



’

様式第125号（規程第177条第1項） ､｝
1

協力等依頼
室
自

のー

年 月 日

殿

地方更生保護委員会

保護観察所長

次の者に関し， 下記の記録等を提出願いたく， ・下記の事項について協力等を願いたく，

更生保護法第22条・第28条・第30条の規定により依頼します。

､戸1
ｰ

氏名等

氏 名

本 籍

住 居

1

（ 年 月 日生）

2提出を求める記録等又は援助・協力の内容

3参考事項

(注意） 事例に応じ不要の文字を削ること。 「1 氏名等」の「本籍」欄は，事例に応じ削除して差し支

えない。

回 答
聿
自 /一、

’、

1
1

年 月 日

地方更生保護委員会殿

保護観察所長殿

（ 支部・駐在官）
I

印

先に依頼のあった事項について，次のとおり回答します。

(調査の結果等）

(用紙日本工業規格A4)


